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“税務の職場”
何でも110番
zenkokuzei@aol.com

全
国
税
は
、
職
場
で
起
こ
っ
た

問
題
を
解
決
す
る
た
め
「
税
務

の
職
場
、
何
で
も
一
一
○
番
」

を
常
時
設
置
し
て
い
ま
す
（
電

話
と
Ｆ
Ａ
Ｘ
は
上
記
の
番
号
ま

で
ど
う
ぞ
）。

◇ 全国税ホームページ ◇
http://www.kokko-net.org/zenkokuzei
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〈
出
題
〉
九
段　

西
村
一
義

中
級
ク
ラ
ス

〈
ヒ
ン
ト
〉打
歩
詰
に
注
意
す

る
順
に
な
る
。

（　

分
で
二
段
）
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昨
年
５
月
、

オ
バ
マ
大
統

領
は
「
と
ん

で
も
な
い
不

正
が
行
わ
れ

て
い
る
」
と

非
難
し
、
国
際
的
な
租
税
回

避
阻
止
に
向
け
抜
本
的
改
革

策
を
推
進
す
る
と
し
て
、
内

国
歳
入
庁
職
員
を
８
０
０
人

増
員
す
る
と
の
ニ
ュ
ー
ス
が

流
れ
た
。
こ
の
改
革
に
よ
り

今
後　

年
間
で
２
１
０
０
億

10

ド
ル
の
税
収
確
保
が
で
き
る

と
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
は
試
算

し
て
い
る
▼
生
産
拠
点
の
海

外
移
転
な
ど
で
雇
用
の
流
失

を
も
た
ら
す
企
業
向
け
の
税

制
優
遇
措
置
を
見
直
す
ほ

か
、
富
裕
層
に
よ
る
オ
フ

シ
ョ
ア
口
座
を
利
用
し
た
脱

税
へ
の
監
視
強
化
を
目
指
す

と
い
う
の
が
柱
▼
一
方
、
鳩

山
政
権
は
税
制
改
正
大
綱
で

「
情
報
交
換
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
迅
速
化
」
と
あ
わ
せ
、「
情

報
提
供
と
守
秘
義
務
の
関
係

を
整
理
す
る
」と
し
て
い
る
。

こ
の
温
度
差
を
感
じ
、
身
体

か
ら
力
が
抜
け
て
い
く
。

グローバル時代の
   税制改革について

　民主党政権下の税制
改革の行方と評価、グ
ローバル時代の税制改
革の課題と展望、トー
ビン税・国際連帯税と
国際租税協調の３本柱
で講演が行われました
が、ここでは「グロー
バル時代の税制改革の
課題と展望」の講演要
約を掲載します。

　グローバル化の影響は租税面にも及び、「国際
租税競争の圧力」を受け、日本も個人所得税の最
高税率引下げ・フラット化、法人税率の大幅引下
げが進行したが、今は、こうした租税体系をどう
再構築するのか、あわせて国際租税協調もどうつ
くっていくのかが問われている。
　法人税改革にあたっては、「国際的整合性」を理
由に税率引下げを要望する経団連も、グローバル
社会において税制面でも企業の社会的責任をど
う果たすかが問われる。国際間での「税率引下げ
競争」では問題は片づかない。
　社会保障拠出金を含む租税構造をGDP比でみ
ると、40年間で個人所得税は6.2、法人所得税は
5.2ポイント落ち込み、社会保障拠出金は15ポイ
ント上昇――OECD平均でGDP比の所得課税は
上がっているにもかかわらず、日本の租税構造は
ズタズタになっている。税引所得の不平等度を
図るジニ係数も、1993年の5％から現在は3.2％
に低下しており、この結果をみても所得税の再配
分機能を本来の姿に戻す必要性が高まっている。
　税制の「グリーン」化効果として、環境コスト
チャージによる環境改善への寄与、税収を社会保
障拠出金引下げに充てることでGDPを押し上げ
ると言われており、教訓にすべきと考える。

民主党の歳入庁
構想を検討する

　社会保険庁解体の問題点、国税庁と社会保
険庁統合のメリット・デメリット、徴収の一元
化論を中心に報告されましたが、ここでは、
徴収の一元化に関する問題の所在にしぼった
報告要旨を掲載します。
　「社会保険庁を廃止・解体し、業務を国税庁
に吸収し、歳入庁を
設置」すると公約し
た民主党が政権をと
り、歳入庁問題は現
実の課題となってい
る。
　社保庁と国税庁で
は、その徴収対象者
に桁違いの相違があ
り（公的年金加入者
7,000万人に対し、
申告所得税納付者は752万人等）、被保険者の
コンプライアンス意識も国税とは異なる。
　さらに、11局1事務所・524署の国税庁と
全国9ブロック・312事務所の社保庁をどう統
合するのかという問題もある。
　ここでの論点は、こうした不均衡な条件の
下で、さらに国税に保険料の徴収経験がなく、
加えて徴収を巡る環境の悪さもあり、国税職
員に過重な負担が課され、税務行政の水準低
下さえ危惧され得ることから、この問題は慎
重に判断すべきという点にある。

新政権の税財政政策を検証
「
国
民
の
生
活
が
第
一
」の
政
策
が
見
え
て
こ
な
い

　

第　

回
税
研
全
国
集
会
は「
新
政
権
下
に
お
け
る
税
財
政
政
策
を
検
証
す
る
―
―
国
民

49

本
位
の
税
財
政
を
め
ざ
し
て
」
を
中
心
テ
ー
マ
に
、
1
月
９
～　

日
、
静
岡
県
伊
東
市

10

（
伊
東
ホ
テ
ル
聚
楽
）
で
開
催
し
、
全
国
か
ら
１
９
７
名
が
参
加
し
て
熱
心
な
研
究
と
討

論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

初
日
は
、「
民
主
党
の
歳
入
庁
構
想
を
検
討
す
る
」
と
題
し
、
岡
田
俊
明
元
全
国
税
中

央
執
行
委
員
長
が
特
別
報
告
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
時
代
に
お
け
る
税
制
改
革
」
と
題
し
鶴
田

廣
巳
関
西
大
学
商
学
部
教
授
が
講
演
。
２
日
目
は
、
三
つ
の
分
科
会
（
税
制
一
般
、
暮
ら

し
と
税
金
、
税
務
行
政
）
で
討
論
を
行
っ
た
後
、
集
会
の
ま
と
め
を
行
い
ま
し
た
。

　

初
日
、
八
代
税
研
推
進
委

員
長
は
開
会
あ
い
さ
つ
で
、

「
私
た
ち
税
務
職
員
の
税
金

知
ら
ず
を
な
く
し
、
今
の
税

制
や
税
金
を
正
し
く
知
り
、

正
し
く
国
民
に
知
ら
せ
る
税

研
運
動
を
半
世
紀
に
わ
た
り

継
続
し
て
き
た
も
の
で
、
国

税
労
働
運
動
に
と
っ
て
か
け

が
え
の
な
い
」こ
と
を
強
調
、

そ
し
て
、「
新
政
権
が
掲
げ

る
公
平
・
納
得
・
透
明
の
原

開会あいさつを行う八代
税研推進委員会委員長

則
が
ど
の
よ
う
に
表
れ
て
く

る
の
か
を
検
証
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
」
と
、
集
会
の
成

功
を
訴
え
ま
し
た
。

　

続
い
て
基
調

報
告
に
立
っ
た

木
村
研
推
進
委

員
会
事
務
局
長

は
、
社
会
・
経

済
情
勢
や
国
・

地
方
の
財
政
の

特
徴
、
2
0
1
0
年
度
予
算

案
や
税
制
改
正
の
特
徴
、
さ

ら
に
税
務
行
政
の
特
徴
に
ふ

れ
た
後
、
第　

回
税
研
全
国
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集
会
の
目
的
と
し
て
、
①

「
税
財
政
改
革
」の
本
質
や
実

態
を
明
ら
か
に
す
る
、
②

「
不
公
平
税
制
」の
実
態
を
分

析
し
、
民
主
的
税
財
政
改
革

の
方
向
性
を
明
ら
か
に
す

る
、
③
国
民
本
位
の
税
務
行

政
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
、

④
税
研
運
動
発
展
の
た
め
、

研
究
・
活
動
の
輪
を
広
げ
、

国
税
労
働
運
動
に
寄
与
す
る

こ
と
を
あ
げ
、
熱
心
な
討
論

を
呼
び
か
け
ま
し
た
。

　

■
分
科
会
討
論
■

▽
税
制
一
般
分
科
会

　
　

新
政
権
が
決
定
し
た

「
税
制
改
正
大

綱
」
か
ら
は
、

「
国
民
生
活
が

第
一
」「
納
税
者

主
権
の
確
立
」

と
い
っ
た
ス

ロ
ー
ガ
ン
の
具

体
化
が
見
え
て
こ
な
い
―
―

子
ど
も
手
当
の
財
源
問
題
で

迷
走
す
る
中
、
担
税
力
の
あ

る
大
企
業
や
大
資
産
家
に
対

す
る
「
応
能
負
担
」
問
題
は

事
実
上
棚
上
げ
し
、
そ
の
財

源
を
扶
養
控
除
の
一
部
削
減

に
求
め
た
問
題
点
等
に
つ
い

て
意
見
が
集
中
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
聖
域
に

し
て
き
た
軍
事
費
や
大
企

業
・
大
資
産
家
優
遇
税
制
に

メ
ス
を
入
れ
、
消
費
増
税
に

頼
ら
ず
に
国
民
生
活
を
充
実

さ
せ
る
税
財
政
に
転
換
さ
せ

る
方
向
に
つ
い
て
討
論
が
深

め
ら
れ
ま
し
た
。

▽
暮
ら
し
と
税
金
分
科
会

　

子
ど
も
手
当
の
財
源
を
扶

養
控
除
廃
止
な
ど
庶
民
増
税

に
求
め
、
そ
れ
が
保
育
料
等

へ
雪
だ
る
ま
式
に
は
ね
か
え

る
問
題
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ

さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
憲
法　

条
（
健
康
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で
文
化
的
な
生
活
の
保
障
を

受
け
る
権
利
）
の
空
洞
化
が

す
す
む
中
、
持
続
可
能
な
社

会
、
福
祉
制
度
を
ど
の
よ
う

に
構
築
し
て
い
く
の
か
、

「
所
得
控
除
か
ら
税
額
控
除

へ
」
は
税
負
担
の
公
平
に
つ

な
が
る
の
か
等
々
―
―
暮
ら

し
に
直
結
す
る
新
政
権
の
動

向
を
監
視
す
る
と
と
も
に
、

そ
れ
ぞ
れ
の
持
ち
場
で
要
求

実
現
に
む
け
た
運
動
を
強
め

て
い
く
大
切
さ
が
深
め
ら
れ

ま
し
た
。

▽
税
務
行
政
分
科
会

　

新
政
権
の
税
財
政
政
策
が

税
務
行
政
に
ど
う
影
響
を
及

ぼ
す
の
か
―
―
税
・
社
会
保

障
共
通
の
番
号
導
入
や
徴
税

の
適
正
化
・
罰
則
の
強
化
と

い
っ
た
「
納
税
環
境
整
備
の

検
討
」
に
焦
点
を
あ
て
た
討

論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
内
部
事
務
一
元
化

の
問
題
点
、
さ
ら
に
飽
和
状

態
に
あ
り
脆
弱
な
徴
収
部
門

の
現
状
掘
り
下
げ
も
行
い
ま

し
た
。

　

そ
の
中
で
、
業
務
量
に
見

合
う
人
員
の
確
保
と
あ
わ

せ
、
納
税
者
の
置
か
れ
て
い

る
状
況
を
理
解
す
る
能
力
が

求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
報

告
さ
れ
、
長
期
的
な
職
員
の

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
や
社
会
人
と

し
て
の
バ
ラ
ン
ス
感
覚
の
向

上
を
図
る
重
要
性
が
確
認
さ

れ
ま
し
た
。

　
　

＊ 　
　

＊　
　

＊

　

集
会
で
は
、
国
公
労
連
・

木
下
芳
宣
執
行
委
員
、
全
労

連
・
伊
藤
圭
一
幹
事
、
日
本

共
産
党
佐
々
木
憲
昭
衆
院
議

員
か
ら
激
励
と
連
帯
の
あ
い

さ
つ
が
あ
り
ま
し
た
。

　

講
演
や
特
別
報
告
、
分
科
会
で
の
討
論
を
全
文
収

録
し
た
「
税
金
２
０
１
０
」
を
４
月
頃
刊
行
す
る
予

定
で
す
。
ぜ
ひ
購
読
下
さ
い
。

第49回税研全国集会に197名が参加

 国民本位の税財政をめざして

　
 

講  
演

講演を行う鶴田廣巳
関西大学商学部教授

　基調報告を行う木村税
　研推進委員会事務局長

特 別
報 告

特別報告を行う岡田俊明
全国税元中央執行委員長
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ワ
ク
チ
ン
接
種
の

ギ
ャ
ッ
プ

【
北
海
道
・
旭
川
東
分
会
】

　

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

の
猛
威
が
北
海
道
に
押
し

寄
せ
て
い
る
。
急
激
に
寒

さ
が
増
す
中
、
全
道
で
警

報
、
注
意
報
が
出
さ
れ
て

い
る
。
道
内
の
定
点
医
療

機
関
（
2
2
7
ヵ
所
）
の

定
点
当
た
り
の
患
者
数
も

全
国
ト
ッ
プ
と
な
っ
た
。

　

こ
れ
か
ら
確
申
期
を
迎

え
る
国
税
の
職
場
で
は
、

職
員
が
不
特
定
多
数
の
来

署
者
等
と
濃
厚
接
触
す
る

機
会
が
増
す
。

　

職
場
で
は
、
9
月
に
出

さ
れ
た
「
長
官
通
達
」
の

説
明
す
ら
き
ち
ん
と
行
わ

れ
て
い
な
い
。

　

こ
の
ギ
ャ
ッ
プ
は
何

か
。

荻
窪
寮　

廃
止
後
の

斡
旋
な
し

【
東
京
地
連
】

　

荻
窪
寮
は
今
年
４
月
に

廃
止
が
決
ま
っ
て
い
ま
す

が
、
新
た
な
寮
の
斡
旋
が

な
い
た
め
寮
生
は
怒
り
と

困
惑
を
抱
え
な
が
ら
も
ア

パ
ー
ト
等
を
探
さ
ざ
る
を

得
な
い
状
況
に
追
い
込
ま

れ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
行
政
刷
新
会

議
に
よ
る「
事
業
仕
分
け
」

で
予
算
凍
結
と
な
っ
た
影

響
で
す
。
当
局
は
「
移
転

先
を
斡
旋
で
き
な
い
と
決

ま
っ
た
わ
け
で
は
な
い
。

財
務
局
に
要
請
中
」
と
回

答
（
昨
年
末
）。

　

ア
パ
ー
ト
に
入
れ
ば
多

額
の
負
担
増
に
な
り
ま

す
。
当
局
は
廃
寮
の
延
期

や
民
間
の
寮
借
り
上
げ

等
、
あ
ら
ゆ
る
手
立
て
を

つ
く
す
べ
き
で
す
。

徹
底
し
た
数
値
管
理

【
北
海
道
地
連
】

　

局
徴
収
幹
部
の
事
務
視

察
等
で
常
に
言
わ
れ
る
の

は
、
尻
叩
き
で
は
な
い
と

し
な
が
ら
も
「
出
張
日
数

を
確
保
」「
統
括
官
等
は
職

員
指
導
と
事
案
の
進
行
管

理
を
」「
大
口
の
事
案
は
確

実
に
」
な
ど
個
別
事
案
に

ま
で
言
及
し
、
数
値
で
そ

の
結
果
が
求
め
ら
れ
る
。

　

視
察
前
に
来
た
事
務
指

導
で
も
、「
出
張
日
数
が

少
な
い
」「
行
政
文
書
を
持

ち
出
し
た
ら
事
績
を
毎
日

確
認
し
て
い
る
か
」、「
個

別
の
事
案
に
つ
い
て
検
討

表
を
置
い
て
い
く
の
で　
12

月
と
４
月
に
報
告
す
る
こ

と
」な
ど
細
か
く
指
摘
し
、

報
告
を
求
め
ら
れ
た
。
局

は
署
の
実
情
を
口
に
し
な

が
ら
も
、
現
場
の
管
理
者

を
締
め
付
け
追
い
込
む
。

　

現
場
の
事
情
を
無
視
し

て
数
値
ば
か
り
を
追
い
求

め
る
こ
ん
な
事
務
指
導
の

中
で
当
局
が
口
に
す
る

「
人
材
育
成
」な
ど
で
き
る

わ
け
が
な
い
。

と
ら
年
川
柳

【
近
畿
地
連
】

と
ら
さ
ん
も　

き
っ
と

泣
い
た
ろ　

年
の
暮
れ

             
（
就
職
難
民
）

ら
く
選
を　

し
て
も
懲

り
な
い　

ご
面
々

       
（
忘
却
不
可
甘
汁
）

ど
ん
づ
ま
り　

絵
に
描

く
餅
よ　

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

      
（
騙
さ
れ
ま
し
た
）

し
っ
か
り
と　

国
の
行

く
末　

一
票
で         

　
　
　
　
（
参
議
院
だ
よ
）

 22年度
 予算案

 21年度
 予算額

【主要事項】
　  単位：百万円

46,200 47,400 情 報 化 経 費

13,700 13,800 納税者利便向上

1,000 900 国際化 対 策 費

7,200 7,400 職場環 境 整 備

60,200 61,000 庁 局 署 一 般

9,900 9,100  ・アルバイト賃金 

8,000 8,300  ・旅費、捜査費

 42,300 43,600  ・その他の経費

国税庁予算（案）

増 減22年度21年度

03310級

0118118  9級

1578577  8級

01,6871,687  7級

−311,84811,851  6級

29312,63312,340  5級

−11411,30711,421  4級

−5536,6277,180  3級

1695,9305,761  2級

2763,7473,471  1級

6954,47854,409 合 計

税
務
職
俸
給
表
級
別
定
数

増 減22年度21年度

0775級

−293954級

−185986163級

−332442772級

1級

−53942995合 計

行　

俸
給
表
級
別
定
数

（二）

　

同
日
、
国
公
労
連
の
岡
部

書
記
長
は
、「
業
務
が
継
承

さ
れ
る
限
り
そ
の
身
分
と
雇

用
を
引
き
継
が
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
こ
と
は
国
公
法
第　
75

条
の
身
分
保
障
規
定
か
ら
も

当
然
の
こ
と
で
あ
る
。
同
時

に
、
信
義
誠
実
原
則
、
権
利

濫
用
禁
止
の
法
理
に
反
す
る

も
の
で
あ
り
、
即
時
撤
回
を

求
め
る
」
と
し
た
上
で
、「
年

金
機
構
の
民
主
的
な
運
営
と

労
働
条
件
の
確
保
、
公
的
年

金
制
度
の
拡
充
の
た
め
に
、

年
金
機
構
に
強
固
な
労
働
組

合
を
確
立
し
、
国
民
と
幅
広

く
共
同
し
た
運
動
を
強
め

る
。
同
時
に
、
不
当
解
雇
に

対
し
て
は
、
そ
の
撤
回
と
雇

用
の
確
保
を
求
め
、
人
事
院

へ
の
処
分
取
り
消
し
の
申
し

立
て
と
と
も
に
、
裁
判
で
も

断
固
た
た
か
う
」
と
の
談
話

を
発
表
し
ま
し
た
。

　
「
長
妻
厚
生
労
働
大
臣
は

　

月　

日
付
で
５
２
５
人
の

12

31

社
保
庁
職
員
を
分
限
免
職
・

解
雇
す
る
た
め
、
本
日
辞
令

を
交
付
し
た
。
こ
れ
は　

年
45

ぶ
り
の
発
動
で
あ
る
。
年
金

 社保庁職員525人の
 不当な分限免職に抗議

正
義
と
大
義
は
、私
た
ち
に
あ
る

署増設ポスト内訳
 特別国税徴収官 　　6
 特別国税調査官　　17
　　うち　総合調査　2
　　うち　所得税等　7
　　うち　法人税等　6
　　うち　源泉税　　2

 審理専門官　　　　 6
　　うち　資産部門　3
　　うち　法人部門　1
　　うち　源泉部門　2

 評価専門官　　　　1

業
務
を
支
え
て
き
た
職
員
を

使
い
捨
て
に
す
る
と
は
断
じ

て
許
せ
な
い
。
長
妻
大
臣
は

天
に
唾
す
る
『
マ
ユ
ツ
バ
不

公
正
（
厚
生
）
労
働
大
臣
』

だ
」、「
正
義
と
大
義
は
私
た

ち
の
側
に
あ
リ
、
組
織
の
総

力
を
あ
げ
て
た
た
か
う
」

―
―
「
分
限
免
職
発
令
の
撤

回
を
求
め
る　

・　

厚
労
省

12

28

抗
議
行
動
」
の
冒
頭
、
宮
垣

国
公
労
連
委
員
長
は
、
長
妻

大
臣
を
糾
弾
し
ま
し
た
。

　

全
労
連
の
小
田
川
事
務
局

長
は
、「
長
妻
大
臣
は
非
正

規
労
働
者
へ
の
転
換
を
日
本

年
金
機
構
の
『
採
用
条
件
』

と
す
る
ゴ
マ
か
し
策
を
弄

し
、
狙
い
撃
ち
で
『
懲
罰
解

雇
』
を
強
行
し
た
。
こ
う
し

た
解
雇
が
許
さ
れ
る
な
ら
、

民
間
労
働
者
に
も
悪
影
響
を

及
ぼ
す
も
の
で
あ
り
、
全
労

連
も
全
力
で
た
た
か
う
」
と

激
励
し
ま
し
た
。

　
「
国
公
労
連
サ
ポ
ー
ト
弁

護
士
ネ
ッ
ト
」
の
加
藤
事
務

局
長
（
自
由
法
曹
団
）
も
、

「
多
く
の
解
雇
争
議
に
関

わ
っ
た
が
、
こ
れ
ほ
ど
道
理

の
な
い
解
雇
は
見
た
こ
と
が

な
い
！　

説
明
で
き
な
い
分

限
免
職
は
今
す
ぐ
撤
回
を
」

と
厳
し
く
批
判
し
ま
し
た
。

　

最
後
に
、
全
厚
生
の
飯
塚

委
員
長
は
「
新
た
な
た
た
か

い
が
始
ま
っ
た
。
裁
判
闘
争

を
含
め
勝
利
す
る
ま
で
た
た

か
い
抜
く
」
と
不
退
転
の
決

意
を
の
べ
ま
し
た
。

署
ポ
ス
ト
増　
　

、6
級
定
数
3
減

　

昨
年
の　

月　

日
に
示
さ
れ
た
「
平
成　

年
度
予
算

12

28

22

（
案
）
の
概
要
」
で
は
、
定
員
は　

人
の
純
増
、
機
構
の

21

う
ち
署
増
設
ポ
ス
ト
は　

ど
ま
り
、
経
費
関
係
は
対
前

30

年
比　
・
４
％
、
級
別
定
数
も
上
位
級
の
拡
大
は
図
ら
れ

99

て
い
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
、
庁
舎
等
の
建
設
は
昨
年
8
月

の
概
算
要
求
に
比
し
半
減
と
い
う
極
め
て
厳
し
い
査
定

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

定
員
の
新
規
増
１
０
７
９

（
合
理
化
減
△
１
０
５
８
）、

署
の
機
構
は
下
表
の
と
お
り

で　

年
度
以
降　

（
う
ち
連

18

85

調
官　

）
→　

（
7
）
→　

20

53

46

（
0
）→　

（
0
）
→　

（
0
）

39

30

と
減
少
の
一
途
で
す
。

　

税
務
６
級
以
上
の
級
別
定

数
は　

年
度
以
降
６
６
０
→

18

ら
れ
ず
、
使
用
者
責
任
を
全

く
果
た
し
て
い
ま
せ
ん
。

　

庁
予
算
の
総
額
は
前
年
比

　

・
４
％
の
７
２
０
４
億
５

99千
６
百
万
円
と
な
り
、
そ
の

主
要
事
項
は
右
下
表
の
と
お

り
で
す
。

　

主
要
事
項
の
う
ち
「
国
際

化
対
策
経
費
」
と
「
ア
ル
バ

議
の
「
事
業
仕
分
け
」
で　
10

％
程
度
縮
減
と
結
論
づ
け
ら

れ
た
Ｋ
Ｓ
Ｋ
シ
ス
テ
ム
は

１
・
９
％
の
減
。

　

整
備
経
費
が
計
上
さ
れ
た

の
は
、
国
税
庁
、
東
京
国
税

局
、
札
幌
局
八
雲
署
、
関
信

局
長
岡
署
、
東
京
局
甲
府
・

品
川
・
荻
窪
・
横
須
賀
署
、

大
阪
局
大
津
・
中
京
・
堺
・

和
歌
山
署
、
広
島
局
西
条
・

呉
署
、
高
松
局
高
知
署
、
税

大
関
信
・
大
阪
研
修
所
だ
け

（
新
規
事
案
は
西
条
の
み
、

他
は
継
続
事
案
）
―
―
当
初

の
概
算
要
求
に
盛
り
込
ま
れ

て
い
た　

事
案
は
バ
ッ
サ
リ

18

削
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

分
限
免
職
に
抗
議
し
、
即
時
撤
回
を

　

求
め
る　

・　

厚
生
労
働
省
抗
議
行
動

12

28

　

→　

→　

、
そ
し
て
今
年

57

96

15

度
は
△
2
に
。
こ
れ
で
は
、

閉
塞
状
況
に
あ
る
中
高
年
職

員
の
処
遇
改
善
ど
こ
ろ
か
、

現
行
水
準
す
ら
維
持
で
き
な

い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

退
職
者
の
後
補
充
が
な
い

行　

職
の
定
数
は
５
年
前
の

（二）
１
２
７
６
か
ら
９
４
２
に
激

減
、
３
級
以
上
の
定
数
も
５

年
前
か
ら
１
５
１
減
ら
し
て

い
ま
す
。
こ
れ
で
は
全
省
庁

一
劣
悪
な
昇
格
の
改
善
は
図

イ
ト
賃
金
」
以
外
は
す
べ
て

減
額
で
、「
ア
ル
バ
イ
ト
賃

金
」
の
８
億
円
増
も
単
価

ア
ッ
プ
相
当
分
で
す
。

　

減
少
し
た
経
費
の
前
年
比

は
、
情
報
化
が
２
・
５
％
、

納
税
者
利
便
向
上
が
０
・
７

％
、
職
場
環
境
整
備
が
２
・

７
％
、
旅
費
・
捜
査
費
が
３
・

６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ち
な
み
に
、
行
政
刷
新
会

　

庁
舎
等
の
建
設
予
算

　

経　

費　

関　

係

　

級
別
定
数
関
係

　

定
員
・
機
構
関
係

  平成22年度
  庁 予 算（案）

非
常
勤
職
員
の
賃
金　
8
億
円
増
は
確
保

30


